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１．「⽴地適正化計画」とは︖ 
●平成 26 年度に「都市再⽣特別措置法」が改

正され、市町村が『⽴地適正化計画』を策定す
ることができるようになりました。 

●「⽴地適正化計画」は、まちの中⼼部などに集
約することが望ましい施設（医療･福祉･商業
等）を誘導する『都市機能誘導区域』や、市街
地の中でも特に⽣活しやすいエリアなどに居住を
誘導する『居住誘導区域』などを設定するととも
に、施設や居住を誘導するための様々な施策を
推進していくことを⽬的とした計画です。 

２．「⽴地適正化計画」でできること 
●これまでの都市計画の枠組みでも、地域地区（⽤途地

域等）などにより⼟地利⽤をコントロールすることや、市街
地開発事業などにより施設等の⽴地を促進･誘導すること
は可能です。しかし、開発圧⼒の低下や地域経済の低
迷、⾃動⾞に過度に依存するライフスタイルの浸透などを
背景に、既存の枠組みだけでは⽬指す都市像を実現する
ことが難しくなってきています。 

●「⽴地適正化計画」を策定することで、施設⽴地や住宅
開発などに対して個別･具体的に働きかけを⾏うことができ
るようになり、より主体的･能動的にまちづくりに取り組んで
いくことが可能になります。 

●従来の都市計画による取り組みや公共交通に関する取
り組みなどと、「⽴地適正化計画」に基づく取り組みを⼀体
的に進めていくことで、より効率的・効果的に⽬指す都市
像の実現を推進していくことが期待されます。 

３．「⽴地適正化計画」が⽬指すもの 
●全国的な傾向となっている⼈⼝減少がさらに進⾏し、市街地の⼈⼝密度の低下が続いた場合、⽣活を⽀える様々

なサービス（スーパーマーケット・病院など）が維持できなくなる可能性があります。 
●このため、「⽴地適正化計画」に基づいて『コンパクト+ネットワーク』の都市構造構築に向けた取り組みを推進し、

⾼齢者なども含めた誰もが住みやすい・暮らし続けられるまちを⽬指す必要があります。 
●なお、「⽴地適正化計画」に基づく取り組みに対しては、国から様々な⽀援策を受けることができます。 
 
 
 
 
 
 
 

『立地適正化計画』 策定支援のご提案 
～住みやすい・暮らし続けられるまちづくりに向けて～ 

〔⽴地適正化計画のイメージ〕 

〔⼀体的な取り組みイメージ〕 

●ある程度⼈⼝が集積することで成り⽴っている、⽣活を⽀える
様々なサービスが維持できなくなる 

●道路や上下⽔道などの都市基盤を適切に維持していくことが難し
くなる 

●公共交通の利⽤者が減少し、移動⼿段を確保できなくなる など 

⼈⼝減少･ 
⾼齢化の進展 市街地の 

人口密度が 
低下 

ü 市街地をできるだけコンパクトにして⼈⼝密度を維持⇒⽣活を⽀える様々なサー
ビスを維持 

ü ⼤規模商業施設や⼤きな病院などについては市の中⼼部などにできるだけ集約 
ü 市内の各所と中⼼部などを公共交通（バス･鉄道）などで結ぶネットワークを構築 

誰もが住みやすい･
暮らし続けられる 

まちに！ 

コンパクト 
＋ 

ネットワーク 

〔これまで〕 
⼈⼝の増加にと
もない市街地が 

急速に拡⼤ 
そうならないためには… 
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４．「⽴地適正化計画」の策定に向けた検討の進め⽅ 
●「⽴地適正化計画」については、国⼟交通省が『⽴地適正化計画作成の⼿引き』を作成していますので、これを参

考にしながら検討を進めていくことになります。 
●なお、計画の策定に対しても国による⽀援制度（集約都市形成⽀援事業費補助⾦）が設けられています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 都市の現状等の分析  
○既存統計資料や各種調査結果などを活用し、都市の現状

や将来見通しなどを分析します。 

 上位･関連計画の整理  
○上位計画や関連計画、他部局の関係施策などを把握･整

理します。 

 都市が抱える課題の分析及び解決すべき課題の抽出  
○都市が抱える課題を洗い出し、「コンパクト+ネットワーク」の都市構造を構築していくことで解決すべき課題を抽出しま

す。 

 ⽬指すべき都市の⾻格構造の検討  
○まちづくりの方針（ターゲット）の実現を考える上で望

ましい都市の骨格構造（拠点･基幹的な公共交通軸等）
のあり方を検討します。 

 施策･誘導⽅針（ストーリー）の検討  
○まちづくりの方針を実現していくための取り組みや、居

住･都市機能等の誘導に向けた方向性を検討し、方針の
実現に向けた「ストーリー」を組み立てます。 

 誘導区域等･誘導施設の検討  
○居住誘導区域や都市機能誘導区域などの範囲、都市機能

誘導区域に誘導する施設を検討します。 

 誘導施策の検討  
○居住や都市機能を区域内に誘導していくための施策を検

討します。 

 定量的な⽬標値等の検討  
○「立地適正化計画」により目指す目標や、目標の達成により期待される効果などを検討し、計画を定量的･客観的に評価可

能な数値指標や目標値などを検討･設定します。 

 施策の達成状況に関する評価⽅法の検討  
○計画策定後、施策の達成状況を継続的に調査し、分析･評価していくための方法を検討します。 
※立地適正化計画を作成した場合、概ね5年ごとに施策の実施状況について調査、分析及び評価を行うように努めることとされています。（都市再生特別措置
法第84条） 

 ⽴地適正化計画素案の作成  
○以上の検討をとりまとめ、「立地適正化計画」の素案を作成します。 

 住⺠意⾒の聴取  
○パブリックコメントや公聴会などを実施して計画素案

に対する住民意見を聴取します。 
※立地適正化計画を作成する際には住民の意見を反映させるために必
要な措置を講ずることとされています（都市再生法第81条第14
項） 

 都市計画審議会の意⾒聴取  
○市町村都市計画審議会を開催して計画素案に対する意

見を聴取します。 
※立地適正化計画を作成する際には市町村都市計画審議会の意見を聴
くこととされています（都市再生法第81条第14項） 

 ⽴地適正化計画のとりまとめ  
○住民意見や都市計画審議会の意見を踏まえて必要に応じて素案の修正を行い、計画をとりまとめます。 

 まちづくりの⽅針（ターゲット）の検討  
○抽出した課題を解決するためのまちづくりの方針（誰･何をターゲットとして、何を実現するのか･どのように変えていく

のか）を検討します。 

※「立地適正化計画」（届出制度等）の運用開始に際しては、事前に1か月程度の「周知期間」を設ける必要があります。 
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